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最最最近近近ののの統統統計計計調調調査査査結結結果果果かかかららら   
                                                2012年 12月 

 【平成２４年１２月５日（水)～平成２４年１２月２８日（金）】 

統計調査報告  
◇国民経済計算～平成２４年７～９月期・２次速報～         １２月１０日（月）内閣府発表  

・ 2012 年 7～9 月期の実質ＧＤＰ（国内総生産）成長率

（季調値）は前期比-0.9％（年率-3.5％）と１次速報

値と変わらなかった。 

・ 内需、外需別の寄与度は、内需（国内需要）が-0.2％、

外需（財貨・サービスの純輸出）が-0.7％となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇職場のパワーハラスメントに関する実態調査（注）        １２月１２日（水）厚生労働省発表 

・ 過去 3 年間にパワーハラスメントに該当する事案のあった企業は回答企業全体の 32.0％であった。 

・ 過去 3 年間にパワーハラスメントを受けたことがあると回答した者は回答者全体の 25.3％であった。 
 （注）企業調査と従業員調査からなる。平成 24 年の 7 月から 9 月にアンケート調査が行われ、企業調査は計 4,580 社（回収率

27.3％）から、従業員調査は計 9,000 名から、それぞれ回答が得られた。企業調査は全国の従業員（正社員）30 人以上の

企業を対象とする。従業員調査は全国の企業・団体に勤務する 20～64 歳の男女 9,000 名（公務員、自営業、経営者、役

員は除く）に対するインターネット調査である。 

 

◇被保護者調査（注）～９月分概数～               １２月１２日（水）厚生労働省発表 

・ 9 月の生活保護の被保護世帯数は 1,557,546 世帯、被保護実人員は 2,133,905 人となった。 
 （注）生活保護法に基づく保護を受けている世帯及び保護を受けていた世帯の保護の受給状況を把握するための調査である。 

 

◇第１回２１世紀出生児縦断調査（平成２２年出生児）         １２月１３日（木）厚生労働省発表 

 ・平成 22 年出生児の家族の状況をみると、母が出産前後に仕事をやめた割合は 54.1％で、平成 13 年出

生児（注 1）の 67.4％から 13.3 ポイントの減少となった。（注 2） 

 ・母が育児休業を取得している割合は 93.5％で、平成 13 年出生児の 80.2％から 13.3 ポイントの増加、

父が育児休業を取得している割合は 2.0％で、0.7％から 1.3 ポイントの増加となった。（注 3） 
（注 1）第 1 回 21 世紀出生児縦断調査（平成 13 年出生児）結果によるもの。 

（注 2）子どもがきょうだい数 1 人（本人のみ）の母の就業状況の集計結果 

（注 3）就業状況が常勤の父母の育児休業取得状況の集計結果 

 

◇全国企業短期経済観測調査（短観）～１２月～                   １２月１４日（金）日本銀行発表 

・ 全国大企業の業況判断 D.I.（「良い」－「悪

い」）は製造業で-12％ポイント（前期-3、先

行き-10）、非製造業で 4％ポイント（前期 8、

先行き 3）となった。 

・ 雇用人員判断 D.I.（「過剰」－「不足」）は、

大企業全産業で 4％ポイント（前期 2、先行

き 4）となった。 
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最近の統計調査結果から

労働政策研究・研修機構（JILPT)



 

◇毎月勤労統計調査～１０月確報～               １２月１８日（火）厚生労働省発表 

・ 平成 24 年 10 月の現金給与総額（規模 5 人以上）は前年同月比 0.4％減。きまって支給する給与は前

年同月比 0.3％減となった。また、所定内給与は前年同月比 0.1％減、所定外給与は 2.1％減となった。

特別に支払われた給与は前年同月比 0.9％増となった。 

なお、実質賃金（総額）は前年同月と同水準となった。 

・ 製造業の所定外労働時間（規模 5 人以上）（季調値）の平成 24 年 10 月は前月比 1.1％減となった。 

 

◇平成２４年労働組合基礎調査                 １２月１８日（火）厚生労働省発表 

・平成 24 年 6 月 30 日現在における労働組合員数は 989 万 2 千人で、前年に比べて 6 万 8 千人減少（0.7％

減）となった。 

・推定組織率は 17.9％で、前年より 0.2 ポイント低下（注）となった。  

・女性の労働組合員数は 299 万人で、前年に比べて 3 万 1 千人増加（1.1％増）となった。 

 ・パートタイム労働者の労働組合員数は 83 万 7 千人で、前年に比べて 6 万 1 千人増加、全体の労働組合

員数に占める割合は 8.5％で 0.7 ポイントの上昇となった。 
 （注）平成 23 年の推定組織率の計算には、総務省統計局「労働力調査における東日本大震災に伴う補完推計」が用いられて

いる。 

 

◇景気動向指数～１０月分速報の改訂～               １２月１９日（水）内閣府発表  

・10 月のＣＩ（改訂値・平成 17 年＝100）の一致指数は 0.6 ポイント下降の 90.7、3 ヶ月後方移動平均

は 0.97 ポイントの下降、7 ヶ月後方移動平均は 0.95 ポイントの下降となった。一致指数の基調判断

は「悪化を示している」（前月：下方への局面変化を示している）となった。なお、先行指数は 1.0

ポイント上昇の 92.8、遅行指数は 0.8 ポイント上昇の 86.8 となった。 

 

◇平成２４年上半期雇用動向調査                １２月２６日（水）厚生労働省発表 

・入職率は 8.8％（前年同期 8.2％）、離職率は 8.1％（同 8.2％）と前年同期と比べると入職率が 0.6

ポイント上昇、離職率が 0.1 ポイント低下し、0.7 ポイントの入職超過となった。 

・入職者のうち新規学卒者は 86.8 万人（同 86.7 万人）と前年同期に比べ 0.1 万人増加した。就業形態

別にみると、一般労働者 72.8 万人（同 70.4 万人）、パートタイム労働者 14.0 万人（同 16.3 万人）と

前年同期と比べて一般労働者が 2.4 万人増加し、パートタイム労働者が 2.3 万人減少した。 

・未充足求人数は 51.6 万人（同 38.3 万人）と前年同期に比べ 13.3 万人増加した。 

 

◇サービス産業動向調査～１０月速報～               １２月２７日（木）総務省発表 

・ 平成 24 年 10 月のサービス産業の月間売上高は 23.3 兆円、前年同月比 0.8％の増加となった。従事者

数は 2522 万人で、前年同月比 1.1％の減少となった。  

 

◇消費者物価指数～１１月～                    １２月２８日（金）総務省発表 

・ 平成 24 年 11 月の消費者物価指数（平成 22 年＝100）は 99.2 となり、前年同月比は 0.2％の下落とな

った。生鮮食品を除く総合指数は 99.5 となり、前年同月比は 0.1％の下落となった。  

・ 12 月の東京都区部の速報は 98.7 となり、前年同月比は 0.6％の下落、生鮮食品を除く総合指数は 98.9

となり、前年同月比は 0.6％の下落となった。 

 

◇鉱工業生産指数～１１月速報～                             １２月２８日（金）経済産業省発表 

・鉱工業生産指数（季調値）は前月比 1.7％の低下。製造工業生産予測調査によると、12 月、1 月とも

上昇を予測している。「総じてみれば、生産は低下傾向にある。」（前月とかわらず）との判断となった。 

  

◇家計調査～１１月～                                            １２月２８日（金）総務省発表 

・ 二人以上世帯のうち勤労者世帯の実収入は、前年同月比で実質 2.1％の増加。  

・ 実質増減率への寄与度は、世帯主収入が 0.08％、配偶者の収入が 1.42％、他の世帯員収入が 0.36％

などとなった。  

・ 勤労者世帯の消費支出は、前年同月比で実質 1.8％の増加。 

 

◇労働力調査～１１月～                      １２月２８日（金）総務省発表 

・ 平 24 年 11 月の完全失業率（季調値）は 4.1％で、前月に比べ 0.1 ポイントの低下となった。男性は

4.3％で、前月と同率、女性は 3.8％で、前月に比べ 0.1 ポイントの低下となった。  

・ 平成 24 年 11 月の完全失業者数（季調値）は 271 万人で、前月に比べ 2 万人の減少となった。  

・ 平成 24 年 11 月の雇用者数（季調値）は 5,541 万人で、前月に比べ 13 万人の増加となった。 

 

最近の統計調査結果から

労働政策研究・研修機構（JILPT)



◇一般職業紹介状況～１１月～ １２月２８日（金）厚生労働省発表 

・ 平成 24 年 11 月の有効求人倍率（季調値）は 0.80 倍で、

前月と同水準となった。

◇毎月勤労統計調査～１１月速報～ １２月２８日（金）厚生労働省発表 

・ 平成 24 年 11 月の現金給与総額（規模 5 人以上）は前年同月比 1.1％減となった。きまって支給する

給与は前年同月比 0.3%増となった。また、所定内給与は前年同月比 0.5％増、所定外給与は 1.3％減

となった。特別に支払われた給与は前年同月比 26.8％減となった。

なお、実質賃金（総額）は前年同月比 1.0％減となった。

・ 製造業の所定外労働時間（規模 5 人以上）（季調値）の平成 24 年 11 月は前月比 0.4％減。

研究会報告等
◇月例経済報告～１２月～ １２月２１日（金）内閣府発表 

景気は、世界景気の減速等を背景として、このところ弱い動きとなっている。（前月とかわらず）  

・輸出は、このところ緩やかに減少している。生産は、減少しているものの、そのテンポは緩やかにな

っている。（前月：輸出は、弱含んでいる。生産は、減少している）

・企業収益は、製造業を中心に弱含んでいる。設備投資は、弱い動きとなっている。（前月：企業収益は、

製造業を中心に頭打ち感が強まっている。設備投資は、弱含んでいる。）

・企業の業況判断は、製造業を中心に慎重さが増している。（前月：慎重さがみられる）

・雇用情勢は、依然として厳しさが残るなかで、このところ改善の動きに足踏みがみられる。（前月とか

わらず）

・個人消費は、おおむね横ばいとなっている。（前月：弱い動きとなっている）

・物価の動向を総合してみると、緩やかなデフレ状況にある。（前月とかわらず）

◇月例労働経済報告～１２月～      １２月２５日（火）厚生労働省発表  

・労働経済面をみると、雇用情勢は、依然として厳しさが残るなかで、このところ改善の動きに足踏み

がみられる。（前月とかわらず）

「最近の統計調査結果から」は、当機構ホームページにも掲載しています。 

また、労働経済に関する指標をコンパクトにまとめた「主要労働統計指標」も作成していま

す。 https://www.jil.go.jp/kokunai/statistics/index.html 

独立行政法人 労働政策研究・研修機構 調査・解析部 
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